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論文内容の要旨

論文題目

氏名安田公治

専攻経済学

Marital Status, Saving of Elderly Person and Education 

（結婚状況と高齢者の資産蓄租および教育に関する実証研究）

要旨

日本を含む先進国では特に、出生率．結婚率の低下、長寿化及びそれに伴

う高齢者の経済状況の悪化に直面している。出生率や結婚率の低下は生産年

齢人口の低下をもたらすことが予想され、これらの問題点は経済成長の観点

からも無視できない問題と党えられる。特に日本では 1990年代以降の結婚率

の低下が少子化をひきおこしたと考えられ、その決定要囚を明らかにするこ

とは誼要である。また、長寿化により引退後の生活が長期化することで店齢

者の生活の不安定化し、それに備えることで貯蓄の取り崩しが抑えられるな

ど、梢代の活性化にも影行をもたらすと思われる。この様に少子高齢化社会

では以上のような問題点が挙げられるが、これに加えて少子高齢化の状況で

は教育の瓜要性もまた商まると考えられる。出生率の低下は経済に対して負

の影智を持つ一方で、子ども l人あたりの教育の質を高めることでも経済発

展が可能といえる。本研究では少子店齢化及び長寿命化を背尿として、以下

の点に対して政策提言を行うために主に計批的な研究を行った。

1 . 非婚化・晩婚化と出生率低下に閃する問題

2. 高齢者の長寿化と資産恕栢との関係

3. 少子高齢化社会における教育の誼要性

論文は全 5章からなるが、その構成は以下の通りである。

まず第 l章では本研究の目的慈識について説明する。また、日本では結婚

率・出生率の低下が 1990年代以降顕蒋になってきているが、第 2(1: では結婚

率の低下が出生率低下の主な要囚と考えて、結婚状況の決定要囚に焦点をお

いた分析を行う。岩澤 (2008) では日本の女性の初婚・離婚行動が出生率に

与える影靱についてシミュレーションを行い、その結果 2000年から 2005年

の出生率の変化に対して初婚行動の寄与度が 8割以上を占めるとしている。

この事からも、出生率の低下を考えるには結婚行動の決定要因を把握するこ

とは重要であると考えられる。分析にあたっては、日本の都道府県別のパネ

ルデータを用い、有配偶率、出生率と社会経済的な諸要囚との相互依存閃係

を同時方程式モデルによる実証分析を行っている。

分析結果からはまず、結婚状況は本研究の前提どおり出生率に対して正の

影愕を持つことが分かった。男性の経済水部に関しては、男性正規就業率が

結婚状況と出生率に正の相関を持っていた。この結果からは 2000年代の男性

の非正規扉用の増加が結婚率の低下や出生率の低下の一因となったというこ

とが考えられる。さらに男性の親同居未婚率（パラサイトシングル比率）は

結婚状況に伏の相関を持つことが分かった。一方で、親世代の四産の増加が

親同居未婚率を促進し（子どもが親の賓産へ依存する）、反対に賓産の低下も

またこの様な同居関係を促進する（経済的に困窮した親からの同居要請）と

いう興味深い結果が得られた。つまり、未婚の子どもが親に依存して独身生

活を享受するだけでなく、バプル期以降においては親が経済的に困窮してい

る可能性も十分あり、子どもが親の生活を支えるために結婚する機会を逸し

ていると考えられる。

このように、高齢者の経済状況は結婚や出生などに大きな影智を与えてい

ることが分かる。第 3章では邸齢者の健康状況や迫産動機が打産密栢に与え

る影容について、日本のミクロデータによる実証分析を行った。 1990年代以

降、応齢化率の増加もあり日本の家計貯蓄率は低下したが、 2000年代以降は

邸齢者世帯の貯蓄率も減少に転じている。このため、商齢者の匹産苗租行動

を研究することは日本の家計貯蓄率の悶勢を把握する上で重要であると考え

られる。さらに先進国では平均寿命の増加により、老後の生活の不安定が荘

産恕和や消費の鈍化に与える影愕が問題となっている。 Yaari (1965)ではラ

イフサイクルモデルに生存率を考廊して、生存率が高まると将来の生活に備

えて資産蓄和が促進されるということを示している。また、 Skinner (1985) 

では、ライフサイクルモデルに迫産動機を取り入れている。



本章では Yaari(1965)と Skinner(1985)のモデルをもとにして生存率と迫

産動機を含む 2期間のライフサイクルモデルを用い、生存率が増加すると資

産恕租を促進し、また生存率の低いものほど迎産動機が賓産苦秘に与える影

酔が大きいことを理論的に示した。実証分析では生存率の代理変数として高

齢者個人の健康状況（重大疾患ダミー）を用い、健康な高齢者は不健康なも

のに比べて将来に伽えて賓産蓄租を行う一方で、迫産のための沢産苫租に関

しては不健限なサンプルの方が促進されやすいという結果が得られた。これ

は理論と整合的である。また年金も高齢者の資産恕和に正の影愕を与えるこ

とが分かった。以上の結果からは、 2000年代以降の年金支給額の減少が高齢

者の囚窮の一囚であり、さらに高齢者の健康状況は衰産諮和の点からも重視

されるべきと考えられる。

第 4章では教育水準と平均寿命及び出生率との関係に焦点をおいた分析を

行う。世界的に教育水準と平均寿命は増加傾向にあり、特に本立では

Ben-Pora th (I 967)で主張される様な平均寿命が教育水部に与える正の影孵に

基づいて分析を行う。 Ben-Porathによると、平均寿命の増加は生狂の労働供

給批を増加と教育投沢のリターンを増加させ、教育投府のリターンの附加を

通して教脊水準が増加する。本研究では、生産年齢期の生存率を考磁して 65

歳時点での生存率を変数として用いた。また先行研究では、低出生率であっ

ても子ども 1人当たりの教育水準が増加することで経済成長が可能であると

いうことが示されている (Mankiw et al., 1992; Lee and Mason, 2010; 

Prettner et al., 2012)。本研究ではこの様な出生率の低下を通して、教育

が経済成長に与える正の影孵を背餓としている。

分析にあたっては国別のパネルデータを用い、教育の変数は 25歳ー30歳、

30歳ー34歳の平均教育年数であり、説明変数には親世代の平均教育年数、 65

歳時点での生存率、出生率などを用いた。分析結果からは、親泄代の教育年

数と生存率ともに教育に対して正の影態を与え、出生率は負の影孵を持つこ

とが分かった。親世代の教育年数は親の子どもへの教育志向を表す変数とし

て用いており、子への教育志向は教育水部に対して重要であることが分かる。

また 65歳時点での生存率に関しては、生涯の労働期間の長期化により教育リ

ターン及び教育投買を増加させたと考えられる。一方でこの結果からは、老

年期が長期化することで将来の生活が不安定化し、それを生産年齢期間の所

得の増加で補うために教育投疫が増加したとも説明できる。さらに出生率の

低下に関しては、子どもの数が減少することで子ども 1人当たりの教育投資

が増加したと考えられる。

第 5f,l: では以上の結果をもとにして、政策的な提言を行う。まず、第 2章

では男性の扉用水準が結婚と出生に正の影智を与えていることを示した。こ

のことから、男性の屈用の安定化が結婚と出生率の低下双方に重要な役割を

持つと考えられる。また親世代の賓産と未婚子との同居関係については独身

者の就業支援や親からの自立支援は必要であると考えられる。それに加えて

貧困世楷では子どもが親を支えるために結婚の妨げになっている可能性もあ

り、その楊合は釘囚世帯への経済支扱や就業支扱などを行い、若年者が抱え

る負担を軽減することも必要であると思われる。

第 3章の結染は、高齢者の生存率の増加が将来の l肖費や生活費などの不確

実性のために資産密租を促進していることを示唆している。高齢者の医療費

負担や介護制度の整備など老後の不確実性を取り除く政策は荘産の取り崩し

も促進させ梢費の活性化が期待できると考えれる。高齢化社会の日本にとっ

ては、高齢者の賓産の活用という点からも老後の不確実性を取り除くことは

誼要となるだろう。また、 2000年代以降の年金支給額の減少が高齢者の賓産

紫和低下の要囚であることも示唆される。高齢者の社会保即給付の安定化も

狙要な点であると思われる。最後に第 4章の結果からは、少子高齢化社会で

は特に、労働期間の長期化、子どもの教育の質の増加の双方の点から教育は

重要であるといえる。さらに教育水準は次世代の教育水部への相乗効果も考

えられ、教育投沢を促進させることは次世代の教育水準の増加にもつながる

ということが考えられる。

指導教員衣咄智ぅ



安田公治氏学位請求論文審査報告要旨

論文：Marital Status, Saving of Elderly Person and Education 

（結婚状況と高齢者の没産蓄積および教育に関する実証研究）

論文内容の要旨

日本を含む先進国では特に、出生率・結婚率の低下、長寿化及びそれに伴う高齢者の経

済状況の悪化に直面している。出生率や結婚率の低下は生産年齢人口の低下をもたらす

ことが予想され、これらの問題点は経済成長の観点からも無視できない問題と考えられ

る。特に日本では1990年代以降の結婚率の低下が少子化をひきおこしたと考えられ、そ

の決定要因を明らかにすることは重要である。また｀長寿化により引退後の生活が長期化

することで高齢者の生活が不安定化し、それに備えることで貯蓄の取り崩しが抑えられ

るなど、消費の活性化にも影響をもたらすと思われる。この様に少子高齢化社会では以上

のような問題点が挙げられるが、これに加えて少子高齢化の状況では教育の重要性もま

た高まると考えられる。出生率の低下は経済に対して負の影響を持つ一方で、子ども 1人

あたりの教育の質を高めることでも経済発展が可能といえる。本研究では少子高齢化及

び長寿命化を背景として、以下の点に対して政策提言を行うために主に計屈的な研究を

行った。

1. 非婚化・晩婚化と出生率低下に関する問題

2. 高齢者の長寿化と資産蓄積との関係

3. 少子高齢化社会における教育の重要性

論文は全5章からなるが、その構成は以下の通りである。

まず第 1章では本研究の目的意識について説明する。また、日本では結婚率・出生率の

低下が1990年代以降顕著になってきているが、第2章では結婚率の低下が出生率低下の

主な要因と考えて、結婚状況の決定要因に焦点をおいた分析を行う。岩澤 (2008)では日

本の女性の初婚・離婚行動が出生率に与える影響についてシミュレーションを行い、その

結果2000年から 2005年の出生率の変化に対して初婚行動の寄与度が8割以上を占める

としている。この事からも、出生率の低下を考えるには結婚行動の決定要因を把握するこ

とは重要であると考えられる。分析にあたっては、日本の都道府県別のパネルデータを用

い、有配偶率、出生率と社会経済的な詣要因との相互依存関係を同時方程式モデルによる

実証分析を行っている。

分析結果からはまず、結婚状況は本研究の前提どおり出生率に対して正の影響を持つ

ことが分かった。男性の経済水準に関しては、男性正規就業率が結婚状況と出生率に正の

相関を持っていた。この結果からは2000年代の男性の非正規雇用の増加が結婚率の低下

や出生率の低下の一因となったということが考えられる。さらに男性の親同居未婚率（バ

ラサイトシングル比率）は結婚状況に負の相関を持つことが分かった• 一方で、親世代の

資産の増加が親同居未婚率を促進し（子どもが親の資産へ依存する）、反対に資産の低下

もまたこの様な同居関係を促進する（経済的に困窮した親からの同居要請）という興味深

い結果が得られた。つまり、未婚の子どもが親に依存して独身生活を享受するだけでなく、

バブル期以降においては親が経済的に困窮している可能性も十分あり、子どもが親の生

活を支えるために結婚する機会を逸していると考えられる。

このように、•高齢者の経済状況は結婚や出生などに大きな影響を与えていることが分

かる。第3章では高齢者の健康状況や遺産動機が資産蓄積に与える影響について、日本の

ミクロデータによる実証分析を行った。 1990年代以降、高齢化率の増加もあり日本の家

計貯蓄率｝ま低下したが、・2000年代以降は高齢者世帯の貯蓄率も減少に転じている。この

ため、高齢者の資産蓄積行動を研究することは日本の家計貯蓄率の趨勢を把握する上で

重要であると考えられる。さらに先進国では平均寿命の増加により、老後の生活の不安定

が資産蓄積や消費の鈍化に与える影響が問題となっている。 Yaari (1965)ではライフサ

イクルモデルに生存率を考慮して、生存率が高まると将来の生活に備えて資産蓄積が促

進されるということを示している。また、 Skinner(1985)では、ライフサイクルモデルに

遺産動機を取り入れている．

本章ではYaari(1965)とSkinner(1985)のモデルをもとにして生存率と遺産動機を含

む2期問のライフサイクルモデルを用い、生存率が増加すると資産蓄積を促進し、また生

存率の低いものほど遺産動機が資産蓄積に与える影響が大きいことを理論的に示した。

実証分析では生存率の代理変数として高齢者個人の健康状況（重大疾患ダミー）を用い、

健康な高齢者は不健康なものに比べて将来に備えて資産蓄積を行う一方で、遺産のため

の資産蓄積に関しては不健康なサンプルの方が促進されやすいという結果が得られた。

これは理論と整合的であなまた年金も高齢者の資産蓄積に正の影響を与えることが分

かった。以上の結果からは、 2000年代以降の年金支給額の減少が高齢者の困窮の一因で

あり、さらに高齢者の健康状況は資産蓄積の点からも重視されるべきと考えられる。

第 4章では教育水準と平均寿命及び出生率との関係に焦点をおいた分析を行う。世界

的に教育水準と平均寿命は増加傾向にあり、特に本章では Ben-Porath(1967)で主張され

る様な平均寿命が教育水準に与える正の影響に基づいて分析を行う。 Ben-Porathによる

と、平均寿命の増加は生涯の労働供給量を増加と教育投資のリターンを増加させ、教育投

資のリターンの増加を通して教育水準が増加する。本研究では、生産年齢期の生存率を考

慮して65歳時点での生存率を変数として用いた。また先行研究では、低出生率であって

も子ども 1人当たりの教育水準が増加することで経済成長が可能であるということが示

されている (Mankiwet al., 1992; Lee and Mason, 2010; Prettner et al., 2012)。本

研究ではこの様な出生率の低下を通して、教育が経済成長に与える正の影響を背景とし

ている。

分析にあたっては国別のバネルデータを用い、教育の変数は25歳ー30歳、 30歳ー34

歳の平均教育年数であり、説明変数には親世代の平均教育年数、 65歳時点での生存率、



出生率などを用いた。分析結果からは、親世代の教育年数と生存率ともに教育に対して正

の影響を与え、出生率は負の影響を持つことが分かった。親世代の教育年数は親の子ども

への教育志向を表す変数として用いており、子への教育志向は教育水準に対して重要で

あることが分かる。また 65歳時点での生存率に関しては、生涯の労働期間の長期化によ

り教育リターン及び教育投資を増加させたと考えられる。一方でこの結果からは、老年期

が長期化することで将来の生活が不安定化し、それを生産年齢期間の所得の増加で補う

ために教育投資が増加したとも説明できる。さらに出生率の低下に関しては、子どもの数

が減少することで子ども 1人当たりの教育投資が増加したと考えられる。

第5章では以上の結果をもとにして、政策的な提言を行う。まず、第2章では男性の雇

用水準が結婚と出生に正の影響を与えていることを示した。•このことから、男性の雇用の

安定化が結婚と出生率の低下双方に重要な役割を持つと考えられる。また親世代の資産

と未婚子との同居関係については独身者の就業支援や親からの自立支援が必要であると

考えられる。それに加えて貧困世帯では子どもが親を支えるために結婚の妨げになって

いる可能性もあり、その場合は貧困世帯への経済支援や就業支援などを行い、若年者が抱

える負担を軽減することも必要であると思われる。

第 3章の結果は、高齢者の生存率の増加が将来の消費や生活費などの不確実性のため

に資産蓄積を促進していることを示唆している。高齢者の医療費負担や介護制度の整備

など老後の不確実性を取り除く政策は資産の取り崩しも促進させ消費の活性化が期待で

きると考えられる。高齢化社会の日本にとっては、高齢者の資産の活用という点からも老

後の不確実性を取り除くことは重要となるだろう。また、 2000年代以降の年金支給額の

減少が高齢者の資産蓄積低下の要因であることも示唆される。高齢者の社会保障給付の

安定化も重要な点であると思われる。最後に第4章の結果からは、少子高齢化社会では特

に、労働期間の長期化、子どもの教育の質の増加の双方の点から教育は重要であるといえ

る。さらに教育水準は次世代の教育水準への相乗効果も考えられ、教育投資を促進させる

ことは次世代の教育水準の増加にもつながるということが考えられる。

綸文審査の結果の要旨

本論文の貢献は主として次の諸点に認められる。

(1)結婚状況と出生率との関係に焦点を置き、従来の研究に対してそれらの変数とコンビ

二店舗密度や親と成年未婚子の同居などの多様な変数との相互依存関係を計量的に明らか

にすることに成功した。その中でも、コンビニが結婚に対して負の影響を持つことを示し、

生活スタイルの変化も結婚の決定要因の 1 つであることを計伍的に示す•ことが出来た。さ
らに未婚子の親との同居率の推計では、親の資産が増加すると同居は促進されるが、親の資

産が減少しても同居が増えるという結果が得られた。後者の場合は、経済的に親が困窮する

と親が子どもを頼り同居が増える可能性を示唆していると考えられ、従来の研究とは異な

る結果が得られた。この結果から、親と未婚子との同居については、同居形態の違いにも箔

目する必要があると思われる。

(2)ライフサイクルモデルでは生存期間が増加すると資産蓄積が増加すると考えられる

が、マクロデータで平均寿命を変数として用いた場合は入口の高齢化による資産蓄積への

負の効果も含まれる可能性があな本研究ではその影響を除去するためにミクロデータを

用いて高齢者価人の健康状況が責産蓄積に正の影響を持つことを、理論的•実証的に示すこ

とが出来た。また、遺産動機が資産蓄積を促進することは先行研究により理論的に示されて

いたが、本研究ではミクロデータによる遺産動機のアンケート項目を用いて正の影響を実

証的に示した。また健康状況により迫産動機が資産蓄積に与える影響が異なる点を示した

ことも貢献点と考えられる。

(3)国別のバネルデータを用いて、 0歳から 65歳の問の生存率が高齢者世代の教育年数

が平均教育年数に正の影響を与え、また出生率は負の影響を与えることを計量的に示した。

従来の先行研究に対して、生存期間の長期化が教育に与える影響を示した点に貢献がある

と思われる。生存期間と教育水準との関係については、理論的には様々な議論がなされてき

たが、実証的にはそれ以外に重要と思われる出生率や親の教育氷準などの影響を考怠した

研究は十分になされていないと考えられる。本研究においては、出生率や親の教育水準の影

響も考慮してそれぞれの仮説と整合的な結果が得られた。

しかし、本論文にもなお次のような改善の望まれる点を指摘することができる。

(1)迫産動機が高齢者の資産蓄積に与える影響が健康状況によって異なる点については、

健康なうちは遺産動機を持っていなかったものが、健康を害することで遺産を残すことを

意識するようになる可能性も残されている。今後は生存率が道産動機に与える影響も考慮

した頑健な分析が臨まれる。

(2)生存期間と教育水準との関係について、実証面だけではなく理論的背景をさらに掘り

下げる必要があると思われる。さらに出生率と教育との負の相関については、所得水準と出

生率との交差効果も教育に対する重要な要因である可能性がある。



しかし、これらは今後の研究に待つべきものであり、これを持って本論文の意義と貢献が

損なわれるものではない。

以上を総合して、下記審査委員は一致して本論文の提出者が博士（経済学）の学位を授与さ

れるに十分な箕格をもつものと判定する。

平成29年 3月7日

審査委員

主査 教授衣笠智子

副査 教授羽森茂之

副査 准教授勇上和史




